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第 12 章  平成 25 年度決算報告 

１ 概  要 

当院は、地域の基幹病院として富士宮市民をはじめ山梨県を含む近隣市町住民の高度かつ多様

化する医療需要に対応し、良質な医療を提供すべく、医療体制の充実、医療及び看護水準の向上、

開業医との病診連携を促進し、また施設及び高度医療機器の整備に努めてまいりました。 

当院を取り巻く環境は、昨年度に引き続き全国的な医師不足、医師の大都市や大病院への偏在

化の影響を受け、麻酔科の常勤医師 1 人体制の改善は見られませんでしたが、手術対応のため民

間医局等を活用し、例年程度の手術件数は実施できたことから地域住民への医療の提供という最

低限の目的は確保いたしました。しかしながら、麻酔科に加え来年度からは整形外科常勤医師が 4

人体制から 1 人体制に縮小することが決まっており、当院での手術及びそれに伴う入院等が困難

となることが明白であります。整形外科の診療分野は、麻酔科のような非常勤医師でのローテー

ションによる診療体制を組むことが難しいことから、東部並びに中部地区の入院施設のある病院

に整形外科関連の患者さんを受け入れていただけるよう協力を依頼し、本年 3 月からは当院地域

医療連携室及び富士宮市救急隊を中心として紹介搬送を行うことで最小限のご不便で済むよう努

めております。 

また、将来の医師及び看護師等の確保目的として昨年制定した「富士宮市医学生修学資金貸与

条例」及び「富士宮市看護学生修学資金貸与条例」に基づき、本年度から医学生 1人、看護学生 4

人に対して修学資金の貸与を実施しました。 

施設設備につきましては、施設の長寿命化の一環として、平成 24 年度から順次老朽化した空調

設備の更新を計画的に実施していくこととし、本年度は手術室系統空調設備機器を更新しました。 

また、病棟等の全窓ガラスに飛散防止フィルムの貼り付けを実施するとともに、南棟非常用発

電装置の備蓄燃料を増量するための油庫増設を行い、災害や緊急時における備えを整えました。 

医療機器につきましては、放射線治療装置（トモセラピー）等を更新し、最新の医療機器によ

る効果的な検査治療に対応できるように務めました。 

入院部門では、入院患者一人一日当たりの診療報酬額は前年度と比較して 37 円の増額となりま

したが、延べ入院患者数の減少（対前年度比 10,291 人 10.1％減）により、入院収益は、対前年度

比で 5 億 4,101 万 1 千円（10.1％減）の減収となりました。また、外来部門では、患者数の減少

（対前年度比 7,985 人 4.9％減）となりましたが、患者一人一日当たりの診療報酬額が前年度比

1,033 円の増額により、外来収益全体では対前年度比で 3,475 万円（1.4％増）の増収となりまし

た。 

この結果、平成 25年度は 4億 7,291 万 4 千円の純損失を計上いたしました。 

 

２ 業  務 

(1)事業収入に関する事項 

医業収益は、対前年度比 6.3％(509,334 千円)減少し 7,546,964 千円となり、病院事業収益全体

では、対前年度比 6.8％(594,670 千円)減少し 8,090,409 千円となりました。 

(2)事業費に関する事項 

医業費用は、対前年度比 0.9％(79,760 千円)減少し 8,302,620 千円となり、病院業費用全体で

は、対前年度比 1.2％(109,580 千円)減少し 8,563,324 千円となりました。 

３ 会  計 

(1)重要契約の要旨 

平成 25 度中の契約のうち 1件 100 万円以上の契約は、以下のとおりです。 

ア  建設改良費    （単位：円） 
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契  約  の  内  容 金    額 契  約  の  相  手  方 

平成 25 年度富士宮市立病院手術室系統空

調機更新工事 
28,140,000 ㈱小野田総合設備 

ガラス飛散防止フィルム貼付工事 23,100,000 ㈱大石組 

南棟発電機用油庫増設工事 17,325,000 ㈱富士宮電気 

 

イ  医療器械器具 

契  約  の  内  容 金    額 契  約  の  相  手  方 

放射線治療装置 532,323,750 協和医科器械㈱沼津支店 

FPD 式デジタル X線 TV 装置 27,300,000 協和医科器械㈱沼津支店 

手術台・手術台牽引装置 26,712,000 ㈱八神製作所 

回診用デジタル X線撮影装置 19,999,350 協和医科器械㈱沼津支店 

全自動輸血検査装置 17,587,500 中北薬品㈱三島支店 

神経機能検査装置 14,403,900 東西医用器㈱富士営業所 

補助循環装置 12,075,000 ㈱オズ 

３次元眼底画像撮影装置 9,870,000 協和医科器械㈱沼津支店 

３クランクギャッジベッド 7,173,810 ㈱いわしや錦織医科器械 

Cool-tipRFA システム 6,037,500 協和医科器械㈱沼津支店 

VISERA ビデオシステム 5,355,000 協和医科器械㈱沼津支店 

サンダービート 4,882,500 協和医科器械㈱沼津支店 

全自動特殊染色装置 4,672,500 中北薬品㈱三島支店 

個人用多用途透析装置 4,515,000 ㈱ムサシエンジニヤリング静岡営業所 

全自動散薬分包機コンベア付 3,969,000 中北薬品㈱富士支店 

レサシアンシュミレータ２台 3,759,000 協和医科器械㈱沼津支店 

ジェットウォッシャー 3,759,000 協和医科器械㈱沼津支店 

B 剤溶解装置 3,675,000 ㈱ムサシエンジニヤリング静岡営業所 

分娩監視装置 3,129,000 ㈱いわしや錦織医科器械 

汎用超音波診断装置 3,129,000 協和医科器械㈱沼津支店 

コア電動マイクロドリルシステム 3,024,000 協和医科器械㈱沼津支店 

電動リモートコントロールベッド 2,479,050 ㈱いわしや錦織医科器械 

生物顕微鏡システム（蛍光観察仕様） 2,310,000 協和医科器械㈱沼津支店 

個人用 RO 水処理装置 2,205,000 ㈱ムサシエンジニヤリング静岡営業所 

Indigo ハイスピードドリル 2,100,000 協和医科器械㈱沼津支店 

手術顕微鏡 1,837,500 協和医科器械㈱沼津支店 

DMAT 用装備５式 1,764,000 協和医科器械㈱沼津支店 

輸液ポンプ７台 1,617,000 ㈱八神製作所 

顕微鏡デジタルカメラ 1,512,000 協和医科器械㈱沼津支店 

移動用モニター 1,344,000 ㈱八神製作所 

携帯用人工呼吸器 1,123,500 ㈱八神製作所 

分娩監視装置 1,049,433 ㈱いわしや錦織医科器械 

 

ウ  備品 

契  約  の  内  容 金    額 契  約  の  相  手  方 

（単位：円） 

（単位：円） 



 - 54 - 

 

電子カルテシステム等機器 26,512,500 日本電気㈱静岡支社 

電子カルテシステム等機器（更新） 21,047,250 日本電気㈱静岡支社 

内視鏡システム（更新） 18,812,850 協和医科器械㈱沼津支店 

電子カルテシステム用ノートパソコン１

９０台 
14,694,750 富士通㈱静岡東部支店 

生理検査システム 13,335,000 フクダ電子神奈川販売㈱静岡営業所 

電子カルテ用ノートパソコン用オフィス

１９０ライセンス 
7,441,350 日本電気㈱静岡支社 

終末殺菌冷却槽一式 6,282,150 協和医科器械㈱沼津支店 

中和処理施設制御盤外機器 4,987,500 立華㈱ 

遠隔画像診断治療補助システム 4,893,000 
富士フイルムメディカル㈱南関東地区

営業本部 

眼科ファイリングシステム更新（機器及び

ソフトの更新） 
4,590,390 協和医科器械㈱沼津支店 

電子カルテ用デスクトップパソコン（４０台） 4,504,500 日本電気㈱静岡支社 

放射線情報システムサーバ（更新） 3,990,000 
富士フイルムメディカル㈱南関東地区

営業本部 

小型無停電電源装置 3,843,000 ㈱トモエ商会 

電子カルテシステム用複合機３３台 3,064,950 ㈱東京ディエスジャパン 

検体検査システムサーバ 2,713,305 シスメックス㈱ 

デジタル複合機５台 1,942,500 ㈱フーチャークルー 

蒸気式消毒保管庫及び食器戸棚 1,669,500 富士アセチレン工業㈱ 

不正接続監視システム一式 1,467,165 ㈱富士通エフサス静岡東部支店 

注射ラベル発行用プリンタ２８台（更新） 1,351,812 小林クリエイト㈱静岡営業所 

電気スープケトル 1,207,500 東静調理機㈱富士営業所 

調剤支援システム用端末（更新） 1,123,500 ㈱TOKAI コミュニケーションズ 

フレキシロックアーム１０式 1,002,750 バイオニック㈱ 

 

 

(2)企業債及び一時借入金の概況 

ア  企業債 

該当事項はありません。 

 

イ  一時借入金 

該当事項はありません。 

 

(3)その他会計経理に関する重要事項 

該当事項はありません。 

 

４ その他 

(1) 決算日後に生じた企業の状況に関する重要な事実 

整形外科の診療体制が縮小となります。 


